
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 7年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果
令和 7年度も引き続き、地域でのイベントに積極的に参加し周知・啓蒙活動の範囲を広げることが出

来ました。今年度は甚大な被害につながる災害は少なかったものの、3月初旬、中東情勢悪化によりふた

たびコロナ禍のような買い占め行動が発生しました。「冷静な行動を」との呼びかけが必要になる事態と

なり、情勢緩和の見通しが立たないことから今後も大きな影響を与える可能性があります。

過剰な買い占めを助長しないように、正確な情報発信および日頃からの備えを引き続き呼び掛けてまい

りたいと思います。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【   0 】千円)
痴三澤択|に言己車貢
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

各種メディア
を通じての情
報発信事業

テレビ局や新聞の取
受け、災害備蓄につい
正しい情報の発信す
とで備蓄をすること
要性を訴えました。

材を
|ての
るこ
の重

5月

9月

富士地区

全国区

各回

2名
全国

不特定
多数

0

イベント参加
による啓発活
動

経済産業省の防災展示会
に参加し、パネルやサンプ
ル品を展示し、防災備蓄の
必要性を PRしました。

9月 経済産業省
o′″
乙 〔́コ 全国

不特定多
数

0

各地で行われているイベ

ントに参加し、防災備蓄の

必要性を PRし、アンケー

ト調査を行い、家庭での備

蓄状況や意識調査を行い

ました。

9月

11月

11月

1月

2月

横浜市

富士宮市

静岡市

座間市

静岡市

4名

5名

5名

2名

2名

全国

765名

260名

211名

429名

80名

0

防災意識の高
い地域への視
察事業

自治体の防災訓練に参加
し、防災備蓄の重要性をPR
しました。

12月

1月

富士市

座間市

2名

2名

富士市

座間市

不特定多
数

0



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 7年度 活動計算書 (その他事業がな.い場合)
特定非営

事 業 報 告 用

ハ計・合計科 目 金  額

可
「

~可

『

常 収 益

]ll:1曖ヨl1lF~~~~
正会員受取会費
贅助会員受取会賣

78,760
78 71HD2 受取寄附金

受取寄附金
施設等受入評価益

3T更頭勁成金等
受取補助金

事業収益
事業収益

1,702

11702

受取利息

8ι収  益
】 経  常

-638,880

-638880

会議費
旅費交通費
災害備蓄に関する現状調査事業費
情報交換及びネットワークの構築事業費
印刷製本費
イベント参加による啓発事業費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

-638,

2

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
販促費

-638,88
費  用

719,3`口  額 A B1期 経 常
〕】 |[ 事雷 タ

過年度損益修正益

外 収  :
〕】 1曇  1常  :

災害損失

外  薔

当 期 経 常 、 増 滅 |
719,34:前 当 正  味 ■日 0 +② ・ ③

319,916

1,039,

当イヤ :円
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 7年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利

小計 ・ 合 計金  額

1:030,258

，

中

3

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権

敷金
長期貸付金

1,039,258
0

・
1、 03■ 1

1,039,258【A】 資 産 合 計 ①+②

蔀】 負 債 の
百

未払金
預り金

面百否FT丁丁¬J
菫
i百
百

長期借入金

退職給付引当金

百覆否T~TTTO
+

319,916
-2

719,342
1,039,258

1,039,258【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 7年度 財産目録
事 業 報 告 用

人 害備蓄推進協議会

′」ヽ   言十 計金  額

資 産 の 部

1,039,258

1,039253

未収金

現金預金
手元現金
スルガ銀行普通預金

]鋼 け | ・
―
`・ ①

ソフトウェア
オペレーシ
文書編集ソ

ムテスンヽンヽ

・ト

ヨ

フ

1,039,258【A】 資 産 合 計 ①+②

=丁
「

~百~債
 の 部

未払金

源泉徴収税

。③

長期借入金

【:

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

1,0391250【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 一 【B-1】

市 :円



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 7年度年間役員名簿 Jl群斃虐ぢF撃層紀高 !き鮒霜謂紫昴菖麗編所並

豊星埋量鯉コ l塗
“
墨:獲:墨:墜饉 :菫l菫1動饉全____

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)
/
●ら
L」

函
以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
氏   名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

1 理事 黒崎 暁
令和 7年 4月 1日

令和 9年 3月 31日

2 理事 香田 忠維
令和 7年 4月 1日

令和 9年 3月 31日

3 理事 森田 哲明
令和 7年 4月 1日

令和 9年 3月 31日

4 理事 伊藤 泰明
令和 7年 4月 1日

令和 9年 3月 31日

5 理事 里和 義政
令和 7年 4月 1日

令和 9年 3月 31日

6 理事 安井 潤一郎
令和 7年 4月 1日

令和 9年 3月 31日

7 理事 石墳 守男
令和 7年 4月 1日

令和 9年 3月 31日

8 監事 小林 昌志
令和 7年 4月 1日

令和 9年 3月 31日

9 監事 増田 明彦
令和 7年 4月 1日

令和 9年 3月 31日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿  (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人緊急災害備蓄推進協議会

氏   名

1 黒崎 暁

2 香田 忠維

3 森田 哲明

4 伊藤 泰明

5 里和 義政

6 安井 潤一郎

7 石墳 守男

8 小林 昌志

9 増田 明彦

10 佐野 仁




